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　1.目的・概要

東日本大震災により、住宅に設置されていた電気温水器がアンカーボルトによる緊結が不十分等の原因で

多数転倒した。これを受け平成23年9月に国土交通省より「電気温水器等の転倒防止措置について」という

技術的助言が出され注意喚起が行なわれた。さらに平成24年12月12日に建設設備の構造耐力上安全な

構造方法を定めた告示（平成12年建設省告示第1388号）が改正され、電気温水器だけでなく、

ガス・石油も含めたすべての給湯設備について転倒防止措置の基準が明確化された。

　2.給湯設備の固定例（ガス）

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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建築設備の構造耐力上安全な構造方法を定める件の一部を改正する告示の仕様規定をまとめたものです。

（平成24年1447号：2012年12月12日公布,2013年4月1日施行) 

本告示に従って設計及び施工を行なってください。また、暖房専用機器では本規定は適用されません。

注:この情報シートは日建連の基準､規格ではありません
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